
性1,136、女性1,151）となっている（表1－2
－3－6）。
高齢者の死因となった疾病をみると、死亡率

（高齢者人口10万人当たりの死亡数）は、平成
24（2012）年において、「悪性新生物（がん）」
が958.4と最も高く、次いで「心疾患」584.3、
「肺炎」391.1の順になっており、これら3つの
疾病で高齢者の死因の半分を占めている（図1
－2－3－7）。
60歳以上の医療サービスの利用状況につい

て、韓国、アメリカ、ドイツ及びスウェーデン
の4か国と比較すると、日本は「ほぼ毎日」か
ら「月に1回くらい」までの割合の合計が
61.6％で最も高くなっている（図1－2－3－
8）。

（2）高齢者の介護
ア　高齢者の要介護者等数は急速に増加してお

り、特に75歳以上で割合が高い
介護保険制度における要介護者又は要支援者

表1－2－3－6 　主な傷病別にみた受療率（人口10万対）

男 女
65歳以上 65～69歳 70～74歳 75歳以上 65歳以上 65～69歳 70～74歳 75歳以上

入院

総　　　数 3,052 1,737 2,301 4,389 3,199 1,179 1,754 4,725
悪性新生物 441 321 411 540 225 151 196 271
高血圧性疾患 12 4 7 21 30 3 5 53
心疾患（高血圧性のものを除く） 160 72 100 255 178 30 56 297
脳血管疾患 471 212 330 731 536 114 201 869

外来

総　　　数 10,891 8,086 10,844 12,816 11,805 9,463 12,293 12,657
悪性新生物 499 338 485 617 247 240 276 239
高血圧性疾患 1,417 1,041 1,330 1,725 1,834 1,188 1,596 2,228
心疾患（高血圧性のものを除く） 414 264 355 551 308 131 214 429
脳血管疾患 337 198 296 457 281 127 212 380
脊柱障害 1,136 641 1,145 1,465 1,151 746 1,248 1,293

資料：厚生労働省「患者調査」（平成23年）より作成
（注）宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。

図1－2－3－7 　65歳以上の高齢者の主な死因別死亡率の推移
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資料：厚生労働省「人口動態統計」
※心疾患においては、平成7年1月から死亡診断書に「死亡の原因欄には、疾患の終末期の状態としての心不全、　呼吸不全等は書かないでくだ
さい。」という注意書きが追加された影響で、平成2〜7年間で大きく減少している。
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と認定された人（以下「要介護者等」という。）
は、平成24（2012）年度末で561.1万人となっ
ており、13（2001）年度末から262.8万人増加
している。そのうち、65歳以上の人の数につ
いてみると、24（2012）年度末で545.7万人と
なっており、13（2001）年度末から258.0万人
増加しており、第1号被保険者の17.6％を占め
ている（図1－2－3－9）。
また、65～74歳と75歳以上の被保険者につ

いて、それぞれ要支援、要介護の認定を受けた
人の割合をみると、65～74歳で要支援の認定
を受けた人は1.4％、要介護の認定を受けた人
が3.0％であるのに対して、75歳以上では要支
援の認定を受けた人は8.4％、要介護の認定を
受けた人は23.0％となっており、75歳以上にな
ると要介護の認定を受ける人の割合が大きく上
昇する（表1－2－3－10）。
介護保険制度のサービスを受給した65歳以
上の被保険者は、平成26（2014）年1月審査分
で467.6万人となっており、男女比でみると男
性が28.9％、女性が71.1％となっている。
さらに、介護サービスの利用実態をみると、

要介護1～3の人は居宅サービスの利用が多い
一方、重度（要介護5）の人は施設サービス利
用が約半数である（表1－2－3－11）。
要介護者等について、介護が必要になった主
な原因についてみると、「脳血管疾患」が
21.5％と最も多く、次いで、「認知症」15.3％、
「高齢による衰弱」13.7％、「関節疾患」10.9％
となっている。男性の「脳血管疾患」が32.9％
と特に多くなっている（図1－2－3－12）。
介護が必要になった場合の費用負担につい
て、内閣府の調査で60歳以上の人に尋ねたと
ころ、「特に用意しなくても年金等の収入でま
かなうことができると思う」が42.3％、「貯蓄
だけでは足りないが、自宅などの不動産を担保
にお金を借りてまかなうことになると思う」が
7.7％、「資産の売却等でまかなうことになると
思う」が7.4％、「子どもからの経済的な援助を
受けることになると思う」が9.9％、「その場合
に必要なだけの貯蓄は用意していると思う」が
20.3％となっている（図1－2－3－13）。

図1－2－3－8 　医療サービスの利用状況（国際比較）

「ほぼ毎日」から「週に1回くらい」までの合計 「月に2、3回くらい」、「月に1回くらい」の合計
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成17年・平成22年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女
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イ　主に家族（とりわけ女性）が介護者となっ
ており、「老老介護」も相当数存在
要介護者等からみた主な介護者の続柄をみる
と、6割以上が同居している人が主な介護者と
なっている。その主な内訳をみると、配偶者が
25.7％、子が20.9％、子の配偶者が15.2％となっ
ている。また、性別については、男性が
30.6％、女性が69.4％と女性が多くなっている。
要介護者等と同居している主な介護者の年齢
についてみると、男性では64.8％、女性では
60.9％が60歳以上であり、いわゆる「老老介
護」のケースも相当数存在していることがわか
る（図1－2－3－14）。

ウ　家族の介護・看護のために離職・転職する
人は女性が多い
家族の介護や看護を理由とした離職・転職者
数は平成23（2011）年10月から24（2012）年
9月の1年間で101,100人であった。とりわけ女
性の離職・転職数は、81,200人で、全体の

図1－2－3－9 　第1号被保険者（65歳以上）の要介護度別認定者数の推移
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資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」
（注1）平成18年4月より介護保険法の改正に伴い、要介護度の区分が変更されている。
（注2）東日本大震災の影響により、報告が困難であった福島県の5町1村（広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉町、新地町）を除いて集

計した値

表1－2－3－10 　要介護等認定の状況

� 単位：千人、（　）内は％

65～74歳 75歳以上
要支援 要介護 要支援 要介護
213 473 1,282 3,489
（1.4） （3.0） （8.4） （23.0）

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（平成24
年度）より算出

（注1）経過的要介護の者を除く。
（注2）東日本大震災の影響により、報告が困難であった福島

県の5町1村（広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉
町、新地町）を除いて集計した値
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表1－2－3－11 　介護保険サービスの利用状況

（1）介護保険サービスの利用状況（介護サービス受給者数）� （単位：千人）

総　数
介護予防サービス 介護サービス
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

受給者総数
（65歳以上の受給者）

4676.4［100.0］ 465.7 562.5 889.0 904.5 697.9 636.3 520.7
（100.0） （10.0） （12.0） （19.0） （19.3） （14.9） （13.6） （11.1）

男
1352.3 ［28.9］ 123.5 136.3 267.7 293.1 222.9 179.0 129.6
（100.0） （9.1） （10.1） （19.8） （21.7） （16.5） （13.2） （9.6）

女
3324.1 ［71.1］ 342.1 425.9 621.2 611.5 475.0 457.2 391.3
（100.0） （10.3） （12.8） （18.7） （18.4） （14.3） （13.8） （11.8）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成26年1月審査分）より内閣府作成
（注1）［　］内は受給者総数に対する男女の割合。（　）内は総数に占める割合（単位：％）
（注2）65歳以上の受給者は、65歳以上の年齢階級別の受給者数（千人単位）を足しあげたものである。
（注3）端数処理等の関係上、内訳の合計が総数に合わない場合がある。

（2）要介護度別のサービス利用状況（受給者数）� （単位：千人）

計 要支援1 要支援2

総数 1057.0 473.9 579.8

介護予防居宅サービス
1043.3 467.7 572.5
（98.7） （98.7） （98.7）

介護予防地域密着型
サービス

9.3 3.7 5.6
（0.9） （0.8） （1.0） � （単位：千人）

計 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

総数 3761.2 912.0 938.1 719.4 653.4 538.3

居宅サービス
2671.0 816.4 784.1 485.2 345.7 239.5
（71.0） （89.5） （83.6） （67.4） （52.9） （44.5）

地域密着型サービス
359.1 67.0 86.7 91.0 66.5 47.9
（9.5） （7.3） （9.2） （12.6） （10.2） （8.9）

施設サービス
906.0 51.0 107.3 190.3 278.7 278.8
（24.1） （5.6） （11.4） （26.5） （42.7） （51.8）

資料：厚生労働省「介護給付費実態調査月報」（平成26年1月審査分）より内閣府作成
（注1）（　）内は要介護（要支援）状態区分別の受給者総数に占める各サービスの受給者の割合（単位：％）
（注2）総数には、月の途中で要支援から要介護又は要介護から要支援に変更となった者を含む。端数処理等の関係上、内訳の合計が総数に合わ

ない場合がある。
（注3）「介護予防支援」または「居宅介護支援」のみの受給者は、「総数」には含むが「介護予防居宅サービス」または「居宅サービス」には含

まない。

図1－2－3－12 　要介護者等の性別にみた介護が必要となった主な原因
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）
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80.3％を占めている（図1－2－3－15）。
また、男女・年齢別にみると、男女共に50
代及び60代の離職・転職がそれぞれ約7割を占
めている（図1－2－3－16）。

エ　「要介護5」では約半数がほとんど終日介
護を行っている
同居している主な介護者が1日のうち介護に
要している時間をみると、「必要な時に手をか
す程度」が40.2％と最も多い一方で、「ほとん
ど終日」も22.8％となっている。要介護度別に

みると、要支援1から要介護2までは「必要な
時に手をかす程度」が最も多くなっているが、
要介護3以上では「ほとんど終日」が最も多く
なっており、要介護4以上では約半数がほとん
ど終日介護している（図1－2－3－17）。

オ　介護を受けたい場所は「自宅」が約4割
「日常生活を送る上で介護が必要になった場
合に、どこで介護を受けたいか」についてみる
と、男女とも「自宅で介護してほしい」人が最
も多いが、男性は42.2％、女性は30.2％と、男

図1－2－3－13 　介護が必要になった場合の費用負担に関する意識

用意しなくても年金等の収入でまかなう
子どもからの経済的な援助を受ける

不動産を担保にお金借りてまかなう
必要なだけの貯蓄は用意している

資産の売却等でまかなうことになる
わからないその他

42.342.3 7.77.7 7.47.4 9.99.9 20.320.3 1.91.9 10.510.5
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資料：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（平成24年）
（注1）対象は、全国60歳以上の男女
（注2）質問内容は「子どもに介護などの世話を受けたり、老人ホームに入居したり、在宅でホームヘルプサービスを受けたりする場合の費用

をどのようにまかなうか」

図1－2－3－14 　要介護者等からみた主な介護者の続柄
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成22年）	 （注）主な介護者の年齢不詳の者を含まない。
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性の方が自宅での介護を希望する割合が高く
なっている。自宅以外では、「介護老人福祉施
設に入所したい」（男性18.3％、女性19.1％）、
「病院などの医療機関に入院したい」（男性
16.7％、女性23.1％）、「介護老人保健施設を利
用したい」（男性11.3％、女性11.2％）が多い
（図1－2－3－18）。

（3）最期を迎えたい場所は「自宅」が半数を超
える

「治る見込みがない病気になった場合、どこ
で最期を迎えたいか」についてみると、「自宅」
が54.6％で最も多く、次いで「病院などの医療
施設」が27.7％となっている（図1－2－3－
19）。

図1－2－3－16 　�介護・看護を理由に離職・転職した人の年齢構成割合（平成19年10月〜
24年9月に離職・転職した人）
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成24年）

図1－2－3－15 　介護・看護を理由に離職・転職した人数
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資料：総務省「就業構造基本調査」（平成24年）
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